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内生的スピルオーバーを伴った共同研究開発の効果
石 井 光
要 　旨
本論文の目的は，企業の研究開発投資が他企業の研究成果を受容する能力を高める場
合の共同研究開発の効果を調べることにある．企業の受容能力は，企業間で研究成果の
基礎を成す技術的および科学的知識が異なる程度にも依存する．企業は，研究開発投資
に依存する受容能力を通じてスピルオーバーの程度を調整することができる．本論文は，
スピルオーバーの程度が高くても十分に高くないとき，企業間で研究成果の基礎を成す
技術的および科学的知識が異なるならば，非協力的研究開発は共同研究開発よりも企業
の研究開発投資と生産量を増加させ，大きな経済厚生をもたらすことを示す．この結果
は，スピルオーバーの程度が高ければ，共同研究開発は非協力的研究開発よりも経済厚
生を増加させるとは限らないことを意味する．したがって，共同研究開発の効果の分析
は，スピルオーバーの程度だけでなく，これを構成する企業の研究成果が非自発的に社
会に漏出する程度と企業の受容能力の影響も考慮して行う必要があるだろう．
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1 はじめに
本論文の目的は，企業の研究開発投資が他企業の研究成果を受容する能力（absorptive ca-
pacity)を高める場合の共同研究開発の効果を調べることにある．
共同研究開発は，参加企業間でスピルオーバーを内部化し，無駄な重複投資を回避できる
ことがよく知られている．共同研究開発の理論的研究は，これらの利点に注目してきた．理
論的研究の多くは，スピルオーバーを伴った同産業の全ての企業が参加する共同研究開発を
分析の対象としてきた1．スピルオーバーとは，企業が専有できない技術や知識が対価の支
払いを伴わないで他企業に利用されることである．このスピルオーバーする技術や知識の程
度をスピルオーバー率と呼ぶ．共同研究開発の理論的研究における重要な仮定の 1つが，ス
1先駆的な研究に関するサーベイは，DeBondt (1996) を参照せよ．
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ピルオーバー率が企業にとって外生的に与えられていることである．この外生的スピルオー
バーは，企業にとって非自発的的に漏出する研究成果の程度と解釈できる．
しかし，実際には，スピルオーバー率は，完全に外生的に決まるのではなく，企業が調整で
きる部分もあるだろう．企業によるスピルオーバー率の調整は，次の 2つに分類できる．一つ
は，研究開発を行った企業が，研究成果である技術や知識を開示することによって，スピル
オーバー率を調整するケースである．Poyago-theotoky (1999) は，企業がまず研究開発投資
を選択し，次に研究成果を他企業に開示する程度を選択し，最後に他企業と生産量で競争す
る 3段階モデルを考え，共同研究開発と非協力的研究開発が企業の研究成果を開示する誘因
に与える影響を分析した2．この分析によって，共同研究開発を行う場合に限り，企業は研究
成果を開示する誘因を持ち，参加企業間で研究成果を完全に共有することが示された．もう
一つは，企業が他企業の研究成果を受容する能力を高めることによって，スピルオーバー率
を調整するケースである．Cohen and Levinthal (1989) は，企業の受容能力を次のように仮
定した．もし企業間で研究成果の基礎を成す技術的および科学的知識が異なるならば，企業
の研究開発投資はその受容能力を高める．もし企業間で研究成果の基礎を成す技術的および
科学的知識が類似するならば，各企業は所有する技術や知識によって他企業の研究成果を十
分に受容できるため，企業の研究開発投資はその受容能力に影響を及ぼさない．彼らは，企
業の研究開発投資がその受容能力を高める場合，企業間で研究成果の基礎を成す技術的およ
び科学的知識が異なるほど，非協力的研究開発投資が増加することを示した．
さらに，Kamien and Zang (2000) は，研究開発を行う企業と他企業の研究成果をスピル
オーバーによって利用する企業がスピルオーバー率を調整できるモデルを考えた．彼らのモ
デルは 3段階ゲームである．第 1段階では，研究開発を行う企業が研究アプローチを選択す
る3．例えば，企業がより企業特殊的な（基礎的な）アプローチを選択するほど，研究成果の
技術や知識が他企業にスピルオーバーする程度は小さく（大きく）なるが，企業が他企業の研
究成果を受容する能力は低く（高く）なる．第 2段階では，企業は研究開発投資を選択する．
第 3段階では，企業は生産量で他企業と競争する．このモデルによる分析によって，企業が
研究開発投資を他企業と協調して決めるとき，企業は基礎的なアプローチを選択し，逆に企
業が研究開発投資を単独で決めるとき，企業は企業特殊的なアプローチを選択することが示
2研究開発を行う企業がスピルオーバー率を調整できるモデルの分析については，Poyago-theotoky (1999)以
外にも， Kultti and Takalo (1998)，Perez-castrillo and Sandonfs (1996)，Cassiman (2000), DeFraja (1993)
を参照せよ．
3Katsoulacos and Ulph (1998) は，研究開発を行う企業が研究アプローチと同様の選択をする次のような 3
段階ゲームを考えている．研究開発を行う企業は，第 1段階で他企業が研究開発による技術的な進歩にどの程度
適応できるかを決める研究デザインを選択し，第 2段階で研究開発投資を選択し，第 3段階で他企業に研究成果
を開示する程度を選択する．
2
された．しかしながら，Kamien and Zang (2000) のモデルにも問題がある．研究アプローチ
と研究開発投資は，研究開発を行う前に企業が同時に選択するケースも考えられるため，こ
のゲームにおける企業の戦略変数の選択順序は確定的なものではないだろう．また，研究成
果が他企業にスピルオーバーする程度は，研究開発を行う企業の研究アプローチの選択だけ
でなく，Cohen and Levinthal (1989) のように他企業が研究成果の基礎を成す技術や知識を
所有する程度にも依存するだろう．例えば，企業が基礎的な研究を行っても，他企業がその
成果の基礎を成す技術や知識を有していなければ，スピルオーバーの程度は低くなるだろう．
多くの経済状況において，スピルオーバー率は外生的に与えられるのではなく，企業が調
整できる部分もあると仮定する方が合理的であろう．本論文は，企業が他企業の技術や知識
を受容する能力に注目する．本分析におけるスピルオーバー率は，外生的に与えられる研究
成果が社会に漏出する程度と，この社会に漏出した研究成果を他企業が受容する能力に依存
すると仮定する．このため，スピルオーバー率が同じ水準でも，企業の受容能力は高いが研
究成果が社会に漏出する程度が小さい場合と，企業の受容能力は低いが研究成果が社会に漏
出する程度が大きい場合を考えることができる．したがって，本論文では，スピルオーバー
率が同じ水準でも，両ケースで共同研究開発の効果が異なるか否かを議論することができる．
本分析のモデルは，d’Aspremont and Jacquemin (1988) によって紹介された次のような
2段階モデルに基づいている4．企業は，第 1段階で限界費用を削減する研究開発を行い，第
2段階で他企業と生産量で競争する．このタイプのモデルの主要な研究である d’Aspremont
and Jacquemin (1988)，Suzumura (1992)，Yi (1996) は，非協力的研究開発や社会最適な研
究開発と比べた産業内の全ての企業による共同研究開発の効果について次のような結果を示
した5．外生的スピルオーバー率が高いとき，共同研究開発は，非協力的研究開発よりも，企
業の研究開発投資や生産量を増加させ，経済厚生を大きくする．しかし，共同研究開発投資
は，外生的スピルオーバー率の高さに関係なく常に社会最適な水準よりも小さくなる．一方，
非協力的研究開発投資は，外生的スピルオーバー率が十分に低い場合に限り，企業数に依存
して社会最適な水準よりも大きくなる場合がある．
4複数段階における戦略的投資の先駆的研究は，Brander and Spencer (1983) や Katz (1986) を参照せよ．
5このタイプのモデルを拡張した研究は多い．Kamien et al. (1992) と Suzumura and Yanagawa (1993)は，
d’Aspremont and Jacqueminのモデルを異質財とベルトランド競争に拡張した．共同研究開発のメンバーが他
のメンバーと研究成果を自発的に共有するモデルの分析は，Katz (1986), Kamien et al. (1992), Choi (1993),
Combs (1993), Poyago-theotoky (1995) を参照せよ．Vonortas (1994) は，企業が第 1段階で研究を行い，第 2
段階で開発を行い，第 3段階で生産量競争を行う 3段階モデルを考え，研究段階における共同研究の効果を分析
した．Stuers (1995) は，完全に独立した異なる市場で生産活動を行っている企業間の共同研究開発の効果を分
析した．垂直的関係にある企業間の共同研究開発の効果に関しては，Banerjee and Lin (2001)，Atallah (2002)，
Ishii (2004) を参照せよ．非対称的な企業やスピルオーバーの研究は，De Bondt and Henriques (1995) を参照せ
よ．垂直的に差別化された財を生産する企業間の共同研究開発の研究は，Motta (1992) を参照せよ．Henriques
(1990) は，d’Aspremont and Jacqueminのモデルの均衡解の安定性に対するスピルオーバー率の役割を指摘し
た．
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ピルオーバー率が企業にとって外生的に与えられていることである．この外生的スピルオー
バーは，企業にとって非自発的的に漏出する研究成果の程度と解釈できる．
しかし，実際には，スピルオーバー率は，完全に外生的に決まるのではなく，企業が調整で
きる部分もあるだろう．企業によるスピルオーバー率の調整は，次の 2つに分類できる．一つ
は，研究開発を行った企業が，研究成果である技術や知識を開示することによって，スピル
オーバー率を調整するケースである．Poyago-theotoky (1999) は，企業がまず研究開発投資
を選択し，次に研究成果を他企業に開示する程度を選択し，最後に他企業と生産量で競争す
る 3段階モデルを考え，共同研究開発と非協力的研究開発が企業の研究成果を開示する誘因
に与える影響を分析した2．この分析によって，共同研究開発を行う場合に限り，企業は研究
成果を開示する誘因を持ち，参加企業間で研究成果を完全に共有することが示された．もう
一つは，企業が他企業の研究成果を受容する能力を高めることによって，スピルオーバー率
を調整するケースである．Cohen and Levinthal (1989) は，企業の受容能力を次のように仮
定した．もし企業間で研究成果の基礎を成す技術的および科学的知識が異なるならば，企業
の研究開発投資はその受容能力を高める．もし企業間で研究成果の基礎を成す技術的および
科学的知識が類似するならば，各企業は所有する技術や知識によって他企業の研究成果を十
分に受容できるため，企業の研究開発投資はその受容能力に影響を及ぼさない．彼らは，企
業の研究開発投資がその受容能力を高める場合，企業間で研究成果の基礎を成す技術的およ
び科学的知識が異なるほど，非協力的研究開発投資が増加することを示した．
さらに，Kamien and Zang (2000) は，研究開発を行う企業と他企業の研究成果をスピル
オーバーによって利用する企業がスピルオーバー率を調整できるモデルを考えた．彼らのモ
デルは 3段階ゲームである．第 1段階では，研究開発を行う企業が研究アプローチを選択す
る3．例えば，企業がより企業特殊的な（基礎的な）アプローチを選択するほど，研究成果の
技術や知識が他企業にスピルオーバーする程度は小さく（大きく）なるが，企業が他企業の研
究成果を受容する能力は低く（高く）なる．第 2段階では，企業は研究開発投資を選択する．
第 3段階では，企業は生産量で他企業と競争する．このモデルによる分析によって，企業が
研究開発投資を他企業と協調して決めるとき，企業は基礎的なアプローチを選択し，逆に企
業が研究開発投資を単独で決めるとき，企業は企業特殊的なアプローチを選択することが示
2研究開発を行う企業がスピルオーバー率を調整できるモデルの分析については，Poyago-theotoky (1999)以
外にも， Kultti and Takalo (1998)，Perez-castrillo and Sandonfs (1996)，Cassiman (2000), DeFraja (1993)
を参照せよ．
3Katsoulacos and Ulph (1998) は，研究開発を行う企業が研究アプローチと同様の選択をする次のような 3
段階ゲームを考えている．研究開発を行う企業は，第 1段階で他企業が研究開発による技術的な進歩にどの程度
適応できるかを決める研究デザインを選択し，第 2段階で研究開発投資を選択し，第 3段階で他企業に研究成果
を開示する程度を選択する．
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された．しかしながら，Kamien and Zang (2000) のモデルにも問題がある．研究アプローチ
と研究開発投資は，研究開発を行う前に企業が同時に選択するケースも考えられるため，こ
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成果の基礎を成す技術や知識を有していなければ，スピルオーバーの程度は低くなるだろう．
多くの経済状況において，スピルオーバー率は外生的に与えられるのではなく，企業が調
整できる部分もあると仮定する方が合理的であろう．本論文は，企業が他企業の技術や知識
を受容する能力に注目する．本分析におけるスピルオーバー率は，外生的に与えられる研究
成果が社会に漏出する程度と，この社会に漏出した研究成果を他企業が受容する能力に依存
すると仮定する．このため，スピルオーバー率が同じ水準でも，企業の受容能力は高いが研
究成果が社会に漏出する程度が小さい場合と，企業の受容能力は低いが研究成果が社会に漏
出する程度が大きい場合を考えることができる．したがって，本論文では，スピルオーバー
率が同じ水準でも，両ケースで共同研究開発の効果が異なるか否かを議論することができる．
本分析のモデルは，d’Aspremont and Jacquemin (1988) によって紹介された次のような
2段階モデルに基づいている4．企業は，第 1段階で限界費用を削減する研究開発を行い，第
2段階で他企業と生産量で競争する．このタイプのモデルの主要な研究である d’Aspremont
and Jacquemin (1988)，Suzumura (1992)，Yi (1996) は，非協力的研究開発や社会最適な研
究開発と比べた産業内の全ての企業による共同研究開発の効果について次のような結果を示
した5．外生的スピルオーバー率が高いとき，共同研究開発は，非協力的研究開発よりも，企
業の研究開発投資や生産量を増加させ，経済厚生を大きくする．しかし，共同研究開発投資
は，外生的スピルオーバー率の高さに関係なく常に社会最適な水準よりも小さくなる．一方，
非協力的研究開発投資は，外生的スピルオーバー率が十分に低い場合に限り，企業数に依存
して社会最適な水準よりも大きくなる場合がある．
4複数段階における戦略的投資の先駆的研究は，Brander and Spencer (1983) や Katz (1986) を参照せよ．
5このタイプのモデルを拡張した研究は多い．Kamien et al. (1992) と Suzumura and Yanagawa (1993)は，
d’Aspremont and Jacqueminのモデルを異質財とベルトランド競争に拡張した．共同研究開発のメンバーが他
のメンバーと研究成果を自発的に共有するモデルの分析は，Katz (1986), Kamien et al. (1992), Choi (1993),
Combs (1993), Poyago-theotoky (1995) を参照せよ．Vonortas (1994) は，企業が第 1段階で研究を行い，第 2
段階で開発を行い，第 3段階で生産量競争を行う 3段階モデルを考え，研究段階における共同研究の効果を分析
した．Stuers (1995) は，完全に独立した異なる市場で生産活動を行っている企業間の共同研究開発の効果を分
析した．垂直的関係にある企業間の共同研究開発の効果に関しては，Banerjee and Lin (2001)，Atallah (2002)，
Ishii (2004) を参照せよ．非対称的な企業やスピルオーバーの研究は，De Bondt and Henriques (1995) を参照せ
よ．垂直的に差別化された財を生産する企業間の共同研究開発の研究は，Motta (1992) を参照せよ．Henriques
(1990) は，d’Aspremont and Jacqueminのモデルの均衡解の安定性に対するスピルオーバー率の役割を指摘し
た．
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本論文は，スピルオーバー率が高くても十分に高くないとき，企業間で研究成果の基礎を
成す知識が異なるならば，非協力的研究開発は，共同研究開発よりも企業の研究開発投資と
生産量を増加させ，経済厚生を大きくすることを示す．この結果は，スピルオーバー率が高け
れば，共同研究開発は非協力的研究開発よりも企業の研究開発投資と生産量を増加させ，経
済厚生を大きくするとは限らないことを意味する．したがって，共同研究開発の効果の分析
は，スピルオーバー率の水準だけでなく，これを構成する研究成果が社会に漏出する程度と
企業の受容能力の影響も考慮して行う必要があるだろう．
本論文の構成は以下の通りである．第 2節でモデルを紹介し，第 3節で均衡を特徴づける．
第 4節では，研究開発投資の他企業の利潤に与える効果が分析される．第 5節では，非協力
的研究開発と共同研究開発における均衡研究開発投資と均衡生産量が比較される．第 6節で
は，研究開発投資の経済厚生に与える効果が分析される．第 7節で，本論文の結論を述べる．
全ての証明は，補論にまとめられている．
2 モデル
2企業が同質財を生産する産業を考えよう．この 2企業を企業 1および企業 2と表そう．2
企業が直面する逆需要関数は，P = a− bQで表せる．ただし，P は価格，Qは総需要量，a, b
は正の定数である．各企業は，限界費用を削減する研究開発に投資する．各企業の研究開発
投資は，各自の限界費用だけでなく，スピルオーバーによって他企業の限界費用も削減する．
企業 i（i = 1, 2）の生産量を qi，研究開発投資を xi，研究開発費用を (Γ/2)x2i で表そう．た
だし，Γ > 0である．(Γ/2)x2i は，xiの費用削減を実現するための投資費用を表している．
企業 iの研究成果の技術や知識が企業 j にスピルオーバーする程度は，企業 iの技術や知
識が社会に漏出する程度と，この社会に漏出した技術や知識を企業 jが受容する能力に依存
すると仮定する．後者は，Cohen and Levinthal (1989) で紹介された企業の受容能力である．
研究成果が社会に漏出する程度を，研究成果の社会漏出度と呼ぼう．両企業の研究成果の社
会漏出度は δ (0 ≤ δ ≤ 1)で表され，δは企業にとって外生的に与えられている．企業が所
有する技術や知識は，特許の取得時に公開される情報，学術的な出版物，リバース・エンジ
ニアリング，従業員や中間財供給者や顧客に開示される情報などによって，非自発的に社会
に漏出する．δが高いほど，技術や知識が社会に漏出する程度は高い．企業 iの受容能力は，
社会に漏出した企業 j の技術や知識を受容できる割合と定義する．企業 iの受容能力は，γi
(0 ≤ γi ≤ 1)で表される．
Cohen and Levinthal (1989) に従い，企業の受容能力は次のように仮定する．企業の受容
4
能力は，他企業の研究成果の基礎を成す技術的および科学的知識の特性によって決まる外生
変数 λ （0 ≤ λ ≤ 1）に依存する6．λは，企業間で研究成果の基礎を成す技術的および科学
的知識が異なる程度を表す．λが高いほど，企業は他企業の研究成果を受容するために必要
な基礎知識を有していないため，他企業の研究成果を受容する能力は低くなる (∂γi/∂λ < 0)．
しかし，λが高いほど，企業が受容能力を高めるにはその研究開発投資が必要となるため，企
業の投資がその受容能力に与える限界的な効果は大きくなる (∂2γi/∂xi∂λ > 0)．また，λが
ゼロに近づくと，企業の投資がその受容能力に与える効果は小さくなり，受容能力は 1に近
づく．このため，γi (xi, 0) = 1と仮定する．このとき，企業の投資はその受容能力を高めな
い（∂γi (xi, 0) /∂xi = 0）．
企業 jの研究成果が企業 iにスピルオーバーする程度 βi (0 ≤ βi ≤ 1)は，次のように定義
される：
βi ≡ δγi (xi,λ) , i = 1, 2, i 6= j (1)
ある研究開発投資べクトル x = (x1, x2)が与えられると，企業 iの有効な研究開発投資は，
Ii = xi + βixj となる．したがって，企業 iの限界費用は，次のように表せる．
Ci(x) = c− Ii = c− (xi + βixj) , i 6= j (2)
ただし，cは正の定数で，a > c，Ci(x) ≥ 0と仮定する．両企業とも固定費は存在しない．あ
る研究開発投資べクトルx = (x1, x2)および生産量べクトル q = (q1, q2)が与えられると，企
業 iの利潤関数は次のように表される．
πi (x, q) = {P (Q)− Ci (x)} qi − Γ2x
2i (3)
このモデルでは，2段階ゲームを考える．第 1段階で，2企業が限界費用を削減する研究開
発投資を決定する．2企業が非協力的に研究開発を行うとき，各企業は自社の利潤を最大に
する研究開発投資を選択する．2企業が共同研究開発を行うとき，2企業は合同利潤を最大に
する研究開発投資を選択する．第 2段階では，研究開発によって削減された限界費用を所与
として，2企業が生産量で競争する．d’Aspremont and Jacquemin (1988) に従い，本論文で
は 2つのシナリオの均衡を調べる．第 1に，2企業が非協力的に研究開発を行い，生産量競
争を行うシナリオである．このシナリオの均衡を，非協力均衡と呼ぼう．第 2に，2企業が共
同研究開発を行うが，その後，生産量競争を行うシナリオである．このシナリオの均衡を協
6λは，時間の経過と共に，また共同研究開発の活動中および活動後に変化することも考えられる．しかし，こ
のモデルでは，企業の研究開発活動を通して λは変化しないと仮定する．
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力均衡と呼ぼう．
3 均衡
本節では，モデルの均衡を特徴づける．均衡概念として，サブゲーム・パーフェクション
を用いる．本分析のゲームを逆向き推論法によって解く．
3.1 均衡生産量
第 2段階では，ある研究開発投資べクトル x = (x1, x2)が与えられると，企業 i (i = 1, 2)
は，πi (x, q)を最大にする qiを選択する．利潤最大化の一階条件は
P (Q)− Ci − bqi = 0 (4)
となる．（4)より，x = (x1, x2)を所与としたときの企業 iの均衡生産量は
q∗i (x) = 13b {a− c+ (2− βj)xi + (2βi − 1)xj} , i 6= j (5)
となる．本分析では，対称均衡に注目する．このため，もしx1 = x2ならば，q∗1 (x) = q∗2 (x) =
q∗ (x)となる．
3.2 均衡研究開発投資
まず，2企業が非協力的に研究開発投資を決定するときの均衡研究開発投資を特徴づけよ
う．第 1段階では，企業 iは πi
³
x, q∗i (x) , q∗j (x)
´
を最大にする xiを選択する．利潤最大化
の一階条件は
2
3q
∗i (2− βj + 2δγxixj)− Γxi = 0, i 6= j (6)
となる．ただし，γxi = ∂γi/∂xi．非協力的研究開発における均衡研究開発投資を xN =¡xN1 , xN2
¢
で表そう．xN は（6)を満たす．本分析では対称均衡に注目するため，対称均衡
では，xN1 = xN2 = xN，β1
¡xN1 , δ,λ
¢ = β2 ¡xN2 , δ,λ
¢ = β ¡xN , δ,λ¢が成り立つ．また，均衡
研究開発投資 xN の一意性を保証するため，∂2πi (x) /∂x2i < 0を仮定する．
次に，2企業が協力的に研究開発投資を決定するときの均衡研究開発投資を特徴づけよう．
2企業の合同利潤関数を Π (x, q∗1 (x) , q∗2 (x)) = π1 (x, q∗1 (x) , q∗2 (x)) + π2 (x, q∗1 (x) , q∗2 (x))
6
で表そう．第 1段階では，企業 iは Π
³
x, q∗i (x) , q∗j (x)
´
を最大にする xiを選択する．利潤
最大化の一階条件は
2
3
©q∗i (2− βj + 2δγxixj) + q∗j (2βj − 1− δγxixj)
ª− Γxi = 0, i 6= j (7)
となる．共同研究開発における均衡研究開発投資を xC = ¡xC1 , xC2
¢
で表そう．xC は（7)を
満たす．対称均衡では xC1 = xC2 = xC，β1
¡xC1 , δ,λ
¢ = β2 ¡xC2 , δ,λ
¢ = β ¡xC , δ,λ¢が成り立
つ．また，均衡研究開発投資 xC の一意性を保証するため，∂2Π (x) /∂x2i < 0を仮定する7．
4 研究開発投資が他企業の利潤に与える効果
Yi (1996) が指摘したように，寡占における企業の研究開発投資は，他企業の利潤に対し
て 2つの効果を与える．第 1の効果は，正のフリーライド効果である．これは，企業が他企
業の研究成果をフリー・ライドすることによって利潤を増加させる効果である．第 2の効果
は，負の市場奪取効果である．これは，研究開発を行った企業の生産量の増加が，他企業の
利潤を減少させる効果である．
任意の x = (x1, x2)において，企業 iの研究開発投資の限界的な増加が企業 jの利潤に与
える影響は
∂πj (x)
∂xi = P
0 (Q∗) q∗j ∂Q
∗
∂xi + {P (Q
∗)− Cj} ∂q
∗j
∂xi − q
∗j
∂Cj
∂xi i 6= j (8)
となる．ただし，P 0 (Q∗) = dP (Q∗) /dQである．（4)を（8)に代入すると，次式が導出さ
れる．
∂πj (x)
∂xi = P
0 (Q∗) q∗j
µ∂Q∗
∂xi −
∂q∗j
∂xi
¶
− q∗j ∂Cj∂xi i 6= j (9)
（9)の右辺の第 1項の符号は負であり，市場奪取効果を表している（補論を参照せよ）．企業
の研究開発投資はスピルオーバーによって他企業の限界費用を削減するため，（9)の右辺の第
2項の符号は正であり，フリー・ライド効果を表している．企業の研究開発投資が他企業の利
潤に与える純効果は，これらの効果の和となる．次の補題は，研究開発投資の他企業の利潤
に与える純効果を表している．
7もし Γ > 0が十分に大きければ，2階条件 ∂2πi (x ) /∂x2i < 0と ∂2Π (x ) /∂x2i < 0は満たされる．
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¢
で表そう．xN は（6)を満たす．本分析では対称均衡に注目するため，対称均衡
では，xN1 = xN2 = xN，β1
¡xN1 , δ,λ
¢ = β2 ¡xN2 , δ,λ
¢ = β ¡xN , δ,λ¢が成り立つ．また，均衡
研究開発投資 xN の一意性を保証するため，∂2πi (x) /∂x2i < 0を仮定する．
次に，2企業が協力的に研究開発投資を決定するときの均衡研究開発投資を特徴づけよう．
2企業の合同利潤関数を Π (x, q∗1 (x) , q∗2 (x)) = π1 (x, q∗1 (x) , q∗2 (x)) + π2 (x, q∗1 (x) , q∗2 (x))
6
で表そう．第 1段階では，企業 iは Π
³
x, q∗i (x) , q∗j (x)
´
を最大にする xiを選択する．利潤
最大化の一階条件は
2
3
©q∗i (2− βj + 2δγxixj) + q∗j (2βj − 1− δγxixj)
ª− Γxi = 0, i 6= j (7)
となる．共同研究開発における均衡研究開発投資を xC = ¡xC1 , xC2
¢
で表そう．xC は（7)を
満たす．対称均衡では xC1 = xC2 = xC，β1
¡xC1 , δ,λ
¢ = β2 ¡xC2 , δ,λ
¢ = β ¡xC , δ,λ¢が成り立
つ．また，均衡研究開発投資 xC の一意性を保証するため，∂2Π (x) /∂x2i < 0を仮定する7．
4 研究開発投資が他企業の利潤に与える効果
Yi (1996) が指摘したように，寡占における企業の研究開発投資は，他企業の利潤に対し
て 2つの効果を与える．第 1の効果は，正のフリーライド効果である．これは，企業が他企
業の研究成果をフリー・ライドすることによって利潤を増加させる効果である．第 2の効果
は，負の市場奪取効果である．これは，研究開発を行った企業の生産量の増加が，他企業の
利潤を減少させる効果である．
任意の x = (x1, x2)において，企業 iの研究開発投資の限界的な増加が企業 jの利潤に与
える影響は
∂πj (x)
∂xi = P
0 (Q∗) q∗j ∂Q
∗
∂xi + {P (Q
∗)− Cj} ∂q
∗j
∂xi − q
∗j
∂Cj
∂xi i 6= j (8)
となる．ただし，P 0 (Q∗) = dP (Q∗) /dQである．（4)を（8)に代入すると，次式が導出さ
れる．
∂πj (x)
∂xi = P
0 (Q∗) q∗j
µ∂Q∗
∂xi −
∂q∗j
∂xi
¶
− q∗j ∂Cj∂xi i 6= j (9)
（9)の右辺の第 1項の符号は負であり，市場奪取効果を表している（補論を参照せよ）．企業
の研究開発投資はスピルオーバーによって他企業の限界費用を削減するため，（9)の右辺の第
2項の符号は正であり，フリー・ライド効果を表している．企業の研究開発投資が他企業の利
潤に与える純効果は，これらの効果の和となる．次の補題は，研究開発投資の他企業の利潤
に与える純効果を表している．
7もし Γ > 0が十分に大きければ，2階条件 ∂2πi (x ) /∂x2i < 0と ∂2Π (x ) /∂x2i < 0は満たされる．
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補題 1 対称的な非協力均衡および協力均衡において
∂πj (xτ )
∂xi = −
2− β + 2δγxixτ
3 q
∗ + βq∗ (10)
= 43q
∗ [β − β∗ (xτ , δ,λ)] , τ = N,C, i 6= j
が成り立つ．ただし，
β∗ (xτ , δ,λ) = 1 + δγxix
τ
2 > 0．
補題 1は，β > (<) β∗ (xτ , δ,λ) (τ = N,C)の場合に限り，対称均衡における企業 iの研究
開発投資の限界的な増加は，企業 jの利潤を増加（減少）させることを示している．この結
果の直観を説明しよう．β > (<) β∗ (xτ , δ,λ)の場合に限り，研究開発投資が他企業の利潤に
与える正のフリー・ライド効果は負の市場奪取効果よりも大きい（小さい）ため，xτ におけ
る研究開発投資の限界的な増加は，他企業の利潤に正（負）の外部性を与える．したがって，
β > (<) β∗ (xτ , δ,λ)の場合に限り，対称均衡における研究開発投資の限界的な増加は，他企
業の利潤を増加（減少）させる．
λ = 0のとき，仮定より γxi = 0となるため，β > β∗ (xτ , δ,λ)の場合に限り∂πj (xτ ) /∂xi >
0が成り立つようなスピルオーバー率の閾値，β∗ (xτ , δ,λ)，は，δ 6= 0ならば λ = 0のときよ
りもλ 6= 0のときの方が投資が受容能力を高める分（δγxixτ/2）だけ高い．この直感的理由は，
次のように説明できる．（10)の右辺は，第 1項が研究開発投資の負の市場奪取効果を表し，第
2項が正のフリー・ライド効果を表している．もし λ 6= 0ならば，企業の研究開発投資はその
受容能力を高める．このため，λ 6= 0のときに企業 iが投資を増加させると，企業 jの投資が
一定ならば，λ = 0のときよりも企業 iの限界費用は低下し，その結果，生産量が増加する．こ
れは，企業 jの利潤を減少させる．したがって，β∗ (xτ , δ 6= 0,λ 6= 0) > β∗ (xτ , δ 6= 0,λ = 0)
が成り立つ．
5 均衡研究開発投資と均衡生産量の比較
本節では，非協力的研究開発と共同研究開発を行った場合の均衡研究開発投資と均衡生産
量を比較し，企業の受容能力が均衡研究開発投資と均衡生産量に与える影響を分析する．
まず，λ = 0のときの均衡結果を比較しよう．λ = 0は，企業間で研究成果の基礎を成す技
術的および科学的知識が類似する場合である．このとき，企業は社会に漏出した他企業の技
術や知識を完全に受容することができる．つまり，企業の受容能力は，仮定より γi (xi, 0) = 1
となるため，研究成果が他企業にスピルオーバーする程度は外生的な要因のみで決まる．つ
8
まり，λ = 0のときの非協力的研究開発と共同研究開発の均衡研究開発投資と均衡生産量を
比較すると，d’Aspremont and Jacquemin (1988) と同じ結果が得られる．
補題 2 λ = 0のときは，β > (<) 1/2の場合に限り，xC > (<) xN，q∗ ¡xC¢ > (<) q∗ ¡xN¢
が成り立つ．
次に，λ 6= 0のときの均衡結果を比較しよう．λ 6= 0は，企業間で研究成果の基礎を成す技
術的および科学的知識が異なる場合である．このとき，企業は社会に漏出した他企業の技術
や知識を受容する能力を十分に有していない．つまり，企業の受容能力は，γi (xi,λ) < 1と
なる．λ 6= 0のとき，企業が他企業の研究成果を受容する能力は，その投資水準にも依存す
る．λ 6= 0のときの均衡結果を比較すると，次のような命題が得られる．
命題 1 λ 6= 0のとき，β > (<) β∗ ¡xN , δ 6= 0,λ¢の場合に限り，xC > (<) xN，q∗ ¡xC¢ > (<)
q∗ ¡xN¢が成り立つ．
このモデルでは，スピルオーバー率が同じ水準でも，研究成果が社会に漏出する程度, δ, と
企業間で研究成果の基礎を成す技術的および科学的知識が異なる程度，λ, が異なる場合を考
えることができる．そこで，補題 2と命題 1を利用して，スピルオーバー率が同じ水準でも，
λ = 0だが δが低い場合と λ 6= 0だが δが高い場合の均衡結果を比較しよう8．前者は，企業が
他企業の研究成果を十分に受容する能力を有しているが，後者よりも他企業の研究成果が社会
に漏出していないケースである．後者は，企業が他企業の研究成果を十分に受容する能力を有
していないが，前者よりも他企業の研究成果が社会に漏出しているケースである．補題 2と命
題１より，β > β∗ ¡xN , δ 6= 0,λ¢ならば，どちらのケースでも xC > xN，q∗ ¡xC¢ > q∗ ¡xN¢
となり，β < 1/2ならば，どちらのケースでも xN > xC，q∗ ¡xN¢ > q∗ ¡xC¢となる．しか
し，次の命題は，スピルオーバー率が同じ水準でも，λ = 0だが δが低い場合と λ 6= 0だが δ
が高い場合で均衡結果が異なる場合があることを示している．
命題 2 1/2 < β < β∗ ¡xN , δ 6= 0,λ¢のとき，λ = 0ならば xC > xN，q∗ ¡xC¢ > q∗ ¡xN¢と
なり，λ 6= 0ならば xN > xC，q∗ ¡xN¢ > q∗ ¡xC¢となる．
λ 6= 0のときに，スピルオーバー率が高くても十分に高くなければ xN > xC となる理由を
直感的に説明しよう．研究開発投資の正のフリーライド効果が負の市場奪取効果よりも小さい
8この 2つの場合以外にも，λと δ に依存してさまざまな場合が考えられる．しかし，本論文は，外生的なス
ピルオーバーを仮定した分析結果と比較することによって，企業の受容能力が研究開発活動に与える影響を調べ
ることを目的としている．
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補題 1 対称的な非協力均衡および協力均衡において
∂πj (xτ )
∂xi = −
2− β + 2δγxixτ
3 q
∗ + βq∗ (10)
= 43q
∗ [β − β∗ (xτ , δ,λ)] , τ = N,C, i 6= j
が成り立つ．ただし，
β∗ (xτ , δ,λ) = 1 + δγxix
τ
2 > 0．
補題 1は，β > (<) β∗ (xτ , δ,λ) (τ = N,C)の場合に限り，対称均衡における企業 iの研究
開発投資の限界的な増加は，企業 jの利潤を増加（減少）させることを示している．この結
果の直観を説明しよう．β > (<) β∗ (xτ , δ,λ)の場合に限り，研究開発投資が他企業の利潤に
与える正のフリー・ライド効果は負の市場奪取効果よりも大きい（小さい）ため，xτ におけ
る研究開発投資の限界的な増加は，他企業の利潤に正（負）の外部性を与える．したがって，
β > (<) β∗ (xτ , δ,λ)の場合に限り，対称均衡における研究開発投資の限界的な増加は，他企
業の利潤を増加（減少）させる．
λ = 0のとき，仮定より γxi = 0となるため，β > β∗ (xτ , δ,λ)の場合に限り∂πj (xτ ) /∂xi >
0が成り立つようなスピルオーバー率の閾値，β∗ (xτ , δ,λ)，は，δ 6= 0ならば λ = 0のときよ
りもλ 6= 0のときの方が投資が受容能力を高める分（δγxixτ/2）だけ高い．この直感的理由は，
次のように説明できる．（10)の右辺は，第 1項が研究開発投資の負の市場奪取効果を表し，第
2項が正のフリー・ライド効果を表している．もし λ 6= 0ならば，企業の研究開発投資はその
受容能力を高める．このため，λ 6= 0のときに企業 iが投資を増加させると，企業 jの投資が
一定ならば，λ = 0のときよりも企業 iの限界費用は低下し，その結果，生産量が増加する．こ
れは，企業 jの利潤を減少させる．したがって，β∗ (xτ , δ 6= 0,λ 6= 0) > β∗ (xτ , δ 6= 0,λ = 0)
が成り立つ．
5 均衡研究開発投資と均衡生産量の比較
本節では，非協力的研究開発と共同研究開発を行った場合の均衡研究開発投資と均衡生産
量を比較し，企業の受容能力が均衡研究開発投資と均衡生産量に与える影響を分析する．
まず，λ = 0のときの均衡結果を比較しよう．λ = 0は，企業間で研究成果の基礎を成す技
術的および科学的知識が類似する場合である．このとき，企業は社会に漏出した他企業の技
術や知識を完全に受容することができる．つまり，企業の受容能力は，仮定より γi (xi, 0) = 1
となるため，研究成果が他企業にスピルオーバーする程度は外生的な要因のみで決まる．つ
8
まり，λ = 0のときの非協力的研究開発と共同研究開発の均衡研究開発投資と均衡生産量を
比較すると，d’Aspremont and Jacquemin (1988) と同じ結果が得られる．
補題 2 λ = 0のときは，β > (<) 1/2の場合に限り，xC > (<) xN，q∗ ¡xC¢ > (<) q∗ ¡xN¢
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次に，λ 6= 0のときの均衡結果を比較しよう．λ 6= 0は，企業間で研究成果の基礎を成す技
術的および科学的知識が異なる場合である．このとき，企業は社会に漏出した他企業の技術
や知識を受容する能力を十分に有していない．つまり，企業の受容能力は，γi (xi,λ) < 1と
なる．λ 6= 0のとき，企業が他企業の研究成果を受容する能力は，その投資水準にも依存す
る．λ 6= 0のときの均衡結果を比較すると，次のような命題が得られる．
命題 1 λ 6= 0のとき，β > (<) β∗ ¡xN , δ 6= 0,λ¢の場合に限り，xC > (<) xN，q∗ ¡xC¢ > (<)
q∗ ¡xN¢が成り立つ．
このモデルでは，スピルオーバー率が同じ水準でも，研究成果が社会に漏出する程度, δ, と
企業間で研究成果の基礎を成す技術的および科学的知識が異なる程度，λ, が異なる場合を考
えることができる．そこで，補題 2と命題 1を利用して，スピルオーバー率が同じ水準でも，
λ = 0だが δが低い場合と λ 6= 0だが δが高い場合の均衡結果を比較しよう8．前者は，企業が
他企業の研究成果を十分に受容する能力を有しているが，後者よりも他企業の研究成果が社会
に漏出していないケースである．後者は，企業が他企業の研究成果を十分に受容する能力を有
していないが，前者よりも他企業の研究成果が社会に漏出しているケースである．補題 2と命
題１より，β > β∗ ¡xN , δ 6= 0,λ¢ならば，どちらのケースでも xC > xN，q∗ ¡xC¢ > q∗ ¡xN¢
となり，β < 1/2ならば，どちらのケースでも xN > xC，q∗ ¡xN¢ > q∗ ¡xC¢となる．しか
し，次の命題は，スピルオーバー率が同じ水準でも，λ = 0だが δが低い場合と λ 6= 0だが δ
が高い場合で均衡結果が異なる場合があることを示している．
命題 2 1/2 < β < β∗ ¡xN , δ 6= 0,λ¢のとき，λ = 0ならば xC > xN，q∗ ¡xC¢ > q∗ ¡xN¢と
なり，λ 6= 0ならば xN > xC，q∗ ¡xN¢ > q∗ ¡xC¢となる．
λ 6= 0のときに，スピルオーバー率が高くても十分に高くなければ xN > xC となる理由を
直感的に説明しよう．研究開発投資の正のフリーライド効果が負の市場奪取効果よりも小さい
8この 2つの場合以外にも，λと δ に依存してさまざまな場合が考えられる．しかし，本論文は，外生的なス
ピルオーバーを仮定した分析結果と比較することによって，企業の受容能力が研究開発活動に与える影響を調べ
ることを目的としている．
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とき，研究開発投資は他企業の利潤に負の外部性を与える．このとき，企業は共同研究開発よ
りも非協力的研究開発において強い投資インセンティブを持つ．また，λ 6= 0のとき，他企業
の研究成果を受容する能力を十分に有していないため，企業は自らの研究開発投資を増やし
て受容能力を高めようとする．企業の研究開発投資の増加は，その企業の生産拡大へのコミッ
トメントとなるため，他企業の生産と利潤を減少させる．この理由により，β > β∗の場合に
限り ∂πj/∂xi > 0が成り立つような λ 6= 0のときのスピルオーバー率の閾値，β∗，は，λ = 0
のときの閾値 β∗ = 1/2よりも高くなる．したがって，非協力均衡において 1/2 < β < β∗が
成り立つほどスピルオーバー率が高いが十分に高くなければ，xN > xC が成り立つ．
多くの共同研究開発の理論的研究では，スピルオーバー率が外生的に与えられている．こ
れらの理論的研究は， β > 1/2ならば，xC > xN，q∗ ¡xC¢ > q∗ ¡xN¢となることを示した．
しかし，本分析では，企業間で研究成果の基礎を成す技術的および科学的知識が異なる場合，
非協力均衡において 1/2 < β < β∗が成り立つほどスピルオーバー率が十分に高くなければ，
xN > xC，q∗ ¡xN¢ > q∗ ¡xC¢となることを示した．したがって，先行研究で示されたスピル
オーバー率が高ければ（β > 1/2），共同研究開発は非協力的研究開発よりも企業の投資や生
産量を常に増加させるとは限らない．
6 研究開発投資が経済厚生に与える効果
本節では，企業の研究開発投資が経済厚生に与える効果を分析する．本分析では，経済厚
生は消費者余剰と生産者余剰の和として定義される：
W (x,q∗) ≡ CS(x, q∗) +Π(x, q∗) (11)
ただし，CS(x, q∗)は消費者余剰を表し，次のように定義される．
CS(x, q∗) ≡
Z Q∗(x )
o
P (v) dv − P (Q∗ (x))Q∗ (x)
経済厚生を最大にする研究開発投資水準の一意性を保証するため，（11)は対称的な研究開発
投資ベクトル, x,に関して単峰的になると仮定する9．xS = ¡xS , xS¢を社会最適な研究開発
投資としよう．つまり，xS はW (x, q∗)を最大にする．対称均衡において，各企業が投資を
9投資の対称性を仮定したとき（x1 = x2 = x），Γが十分に大きければ，d2W/dx2 < 0は満たされる．
10
限界的に増加させたときの経済厚生の変化は次のように表せる．
dW (xτ , q∗)
dx =
dCS(xτ , q∗)
dx +
dΠ(xτ , q∗)
dx , τ = N,C
まず，投資が消費者余剰に与える効果を調べよう．次の補題は，投資が増えるにつれて消
費者余剰は常に増加することを示している．
補題 3 対称的な非協力均衡および協力均衡において
dCS(xτ , q∗)
dx =
2 (1 + β + δγxixτ )
3 Q
∗ > 0 τ = N,C
が成り立つ．
次に，投資が経済厚生に与える効果を調べよう．まず，協力均衡において各企業の投資が
限界的に増加すると，dΠ(xC ,q∗)/dx = 0となる．したがって，補論 3より，協力均衡にお
ける投資の限界的な増加は常に経済厚生を増加させる．次に，非協力均衡における投資の限
界的な増加が経済厚生に与える効果を調べると，次のような結果が得られる．
補題 4 対称的な非協力均衡において
dW (xN , q∗)
dx = 4βq
∗ ≥ 0
が成り立つ．
補論 4は，対称的な非協力均衡における投資の限界的な増加は，スピルオーバーが存在す
るならば経済厚生を増加させることを示している．共同研究開発と非協力的研究開発におけ
る均衡研究開発投資と社会最適な研究開発投資を比較すると，W (x, q∗)が xに関して単峰的
になると仮定しているため，補題 3と 4より，次のような補題が得られる．
補題 5 任意の βに関して xC < xS および xN ≤ xS となる．ただし，xN = xS は β = 0の
場合に限り成り立つ．
企業が非協力的研究開発を行うとき，企業の投資インセンティブはスピルオーバー率が低
いほど強まる．換言すると，研究成果が社会に漏出する程度と他企業の受容能力が低いほど，
非協力的研究開発における企業の投資インセンティブは強まる．スピルオーバーが存在しな
い場合に限り，非協力的研究開発における均衡投資は社会最適な水準に達する．
上記の比較結果をまとめると，次のような結果が得られる．
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とき，研究開発投資は他企業の利潤に負の外部性を与える．このとき，企業は共同研究開発よ
りも非協力的研究開発において強い投資インセンティブを持つ．また，λ 6= 0のとき，他企業
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て受容能力を高めようとする．企業の研究開発投資の増加は，その企業の生産拡大へのコミッ
トメントとなるため，他企業の生産と利潤を減少させる．この理由により，β > β∗の場合に
限り ∂πj/∂xi > 0が成り立つような λ 6= 0のときのスピルオーバー率の閾値，β∗，は，λ = 0
のときの閾値 β∗ = 1/2よりも高くなる．したがって，非協力均衡において 1/2 < β < β∗が
成り立つほどスピルオーバー率が高いが十分に高くなければ，xN > xC が成り立つ．
多くの共同研究開発の理論的研究では，スピルオーバー率が外生的に与えられている．こ
れらの理論的研究は， β > 1/2ならば，xC > xN，q∗ ¡xC¢ > q∗ ¡xN¢となることを示した．
しかし，本分析では，企業間で研究成果の基礎を成す技術的および科学的知識が異なる場合，
非協力均衡において 1/2 < β < β∗が成り立つほどスピルオーバー率が十分に高くなければ，
xN > xC，q∗ ¡xN¢ > q∗ ¡xC¢となることを示した．したがって，先行研究で示されたスピル
オーバー率が高ければ（β > 1/2），共同研究開発は非協力的研究開発よりも企業の投資や生
産量を常に増加させるとは限らない．
6 研究開発投資が経済厚生に与える効果
本節では，企業の研究開発投資が経済厚生に与える効果を分析する．本分析では，経済厚
生は消費者余剰と生産者余剰の和として定義される：
W (x,q∗) ≡ CS(x, q∗) +Π(x, q∗) (11)
ただし，CS(x, q∗)は消費者余剰を表し，次のように定義される．
CS(x, q∗) ≡
Z Q∗(x )
o
P (v) dv − P (Q∗ (x))Q∗ (x)
経済厚生を最大にする研究開発投資水準の一意性を保証するため，（11)は対称的な研究開発
投資ベクトル, x,に関して単峰的になると仮定する9．xS = ¡xS , xS¢を社会最適な研究開発
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9投資の対称性を仮定したとき（x1 = x2 = x），Γが十分に大きければ，d2W/dx2 < 0は満たされる．
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限界的に増加させたときの経済厚生の変化は次のように表せる．
dW (xτ , q∗)
dx =
dCS(xτ , q∗)
dx +
dΠ(xτ , q∗)
dx , τ = N,C
まず，投資が消費者余剰に与える効果を調べよう．次の補題は，投資が増えるにつれて消
費者余剰は常に増加することを示している．
補題 3 対称的な非協力均衡および協力均衡において
dCS(xτ , q∗)
dx =
2 (1 + β + δγxixτ )
3 Q
∗ > 0 τ = N,C
が成り立つ．
次に，投資が経済厚生に与える効果を調べよう．まず，協力均衡において各企業の投資が
限界的に増加すると，dΠ(xC ,q∗)/dx = 0となる．したがって，補論 3より，協力均衡にお
ける投資の限界的な増加は常に経済厚生を増加させる．次に，非協力均衡における投資の限
界的な増加が経済厚生に与える効果を調べると，次のような結果が得られる．
補題 4 対称的な非協力均衡において
dW (xN , q∗)
dx = 4βq
∗ ≥ 0
が成り立つ．
補論 4は，対称的な非協力均衡における投資の限界的な増加は，スピルオーバーが存在す
るならば経済厚生を増加させることを示している．共同研究開発と非協力的研究開発におけ
る均衡研究開発投資と社会最適な研究開発投資を比較すると，W (x, q∗)が xに関して単峰的
になると仮定しているため，補題 3と 4より，次のような補題が得られる．
補題 5 任意の βに関して xC < xS および xN ≤ xS となる．ただし，xN = xS は β = 0の
場合に限り成り立つ．
企業が非協力的研究開発を行うとき，企業の投資インセンティブはスピルオーバー率が低
いほど強まる．換言すると，研究成果が社会に漏出する程度と他企業の受容能力が低いほど，
非協力的研究開発における企業の投資インセンティブは強まる．スピルオーバーが存在しな
い場合に限り，非協力的研究開発における均衡投資は社会最適な水準に達する．
上記の比較結果をまとめると，次のような結果が得られる．
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命題 3 (i) β > β∗ ¡xN , δ 6= 0,λ¢のとき，W (xC , q∗) > W (xN , q∗)が成り立つ．(ii) 1/2 <
β < β∗ ¡xN , δ 6= 0,λ¢ のとき，λ = 0 ならば W (xC , q∗) > W (xN , q∗)，λ 6= 0 ならば
W (xN , q∗) > W (xC , q∗)が成り立つ．(iii) β ≤ 1/2のとき，W (xN , q∗) ≥ W (xC , q∗)が
成り立つ．
β > β∗ ¡xN , δ 6= 0,λ¢ のとき，共同研究開発はより大きな経済厚生をもたらす．一方，
β < 1/2のとき，非協力的研究開発はより大きな経済厚生をもたらす．しかし，1/2 < β <
β∗ ¡xN , δ 6= 0,λ¢が成り立つほどスピルオーバー率が高いが十分に高くはないとき，企業の
他企業の研究成果を受容する能力が低ければ，非協力的研究開発はより大きな経済厚生をも
たらす．したがって，スピルオーバーが大きければ（β > 1/2），共同研究開発は非協力的研
究開発よりも大きな経済厚生をもたらすとは限らない．
7 結論
本論文は，企業の研究開発投資が他企業の研究成果を受容する能力を高める場合の共同研
究開発の効果を調ベた．企業の受容能力は，その研究開発投資だけでなく，企業間で研究成
果の基礎を成す技術的および科学的知識が異なる程度にも依存する．本分析の研究開発スピ
ルオーバー率は，研究成果が社会に漏出する程度と，この社会に漏出した研究成果を企業が
受容する能力に依存する．したがって，企業はその研究開発投資に依存する受容能力を通じ
てスピルオーバーの程度を調整することができる．
外生的なスピルオーバーを伴った共同研究開発の研究は，スピルオーバーの程度が高けれ
ば，共同研究開発は非協力的研究開発よりも企業の研究開発投資と生産量を増加させるため，
大きな経済厚生をもたらすことを示した．しかし，本論文では，スピルオーバーの程度が高
くても十分に高くないとき，企業間で研究成果の基礎を成す技術的および科学的知識が異な
るならば，非協力的研究開発は共同研究開発よりも企業の研究開発投資と生産量を増加させ，
大きな経済厚生をもたらすことを示した．この結果は，スピルオーバーの程度が高ければ，共
同研究開発は非協力的研究開発よりも大きな経済厚生をもたらすとは限らないことを意味す
る．したがって，共同研究開発の効果の分析は，スピルオーバーの程度だけでなく，これを
構成する研究成果が社会に漏出する程度と企業の受容能力の影響も考慮して行う必要がある
だろう．
企業間で研究成果の基礎を成す技術的および科学的知識が異なるとき，企業が受容能力を
高めるには他企業の研究成果に関する基礎的な研究が必要となるだろう．一般的に，企業が
12
基礎研究を行った場合，その研究成果が社会に漏出する程度は大きいだろう．したがって，本
分析の結果より，基礎研究の成果が社会に漏出しても他企業の受容能力が十分に高くなけれ
ば，基礎研究を目的とした共同研究開発は，非協力的研究開発よりも経済厚生を減少させる
ことが言えるだろう．
本分析は，研究成果が社会に漏出する程度を外生変数としたため，研究開発を行う企業の
研究アプローチ（基礎研究または企業特殊的研究）の選択や研究成果を開示する誘因を考慮
していない．したがって，これらと企業の受容能力を考慮したモデルで分析を行う必要があ
るだろう．また，本分析は静学モデルのため，企業が既に所有している技術や知識を所与と
した．しかし，企業間で所有する技術や知識の補完性（技術距離）や研究成果が社会に漏出
する程度は，企業の知識ストックの大きさにも依存するだろう．企業の知識ストックの影響
を調べるためには，動学モデルによる分析が必要となるだろう．これらは，今後の研究課題
としたい．
補論
補題 1の証明
企業 iの研究開発投資の増加が企業 jの利潤に与える効果は，次の式で表される．
∂πj (x)
∂xi = P
0 (Q∗) q∗j
µ∂Q∗
∂xi −
∂q∗j
∂xi
¶
− q∗j ∂Cj∂xi , i 6= j (A.1)
(A.1)の右辺の第１項は研究開発投資の負の市場奪取効果，第 2項は正のフリーライド効果
を表している．
P 0 (Q∗) q∗j
µ∂Q∗
∂xi −
∂q∗j
∂xi
¶
= −2− βj + 2δγxixj3 q
∗j < 0，
−q∗j ∂Cj∂xi = βjq
∗j ≥ 0， i 6= j
これらを (A.1)に代入して，対称均衡を仮定すると，すなわち，x1 = x2 = x，β1 = β2 = β，
q∗1 = q∗2 = q∗を仮定すると
∂πj (xτ )
∂xi =
4
3q
∗
µ
β − 1 + δγxix
τ
2
¶
, τ = N,C, i 6= j (A.2)
が得られる．(A.2)の右辺の括弧の中の符号が正（負）ならば，∂πj (xτ ) /∂xi > (<) 0が成
り立つ．Q.E.D.
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命題 3 (i) β > β∗ ¡xN , δ 6= 0,λ¢のとき，W (xC , q∗) > W (xN , q∗)が成り立つ．(ii) 1/2 <
β < β∗ ¡xN , δ 6= 0,λ¢ のとき，λ = 0 ならば W (xC , q∗) > W (xN , q∗)，λ 6= 0 ならば
W (xN , q∗) > W (xC , q∗)が成り立つ．(iii) β ≤ 1/2のとき，W (xN , q∗) ≥ W (xC , q∗)が
成り立つ．
β > β∗ ¡xN , δ 6= 0,λ¢ のとき，共同研究開発はより大きな経済厚生をもたらす．一方，
β < 1/2のとき，非協力的研究開発はより大きな経済厚生をもたらす．しかし，1/2 < β <
β∗ ¡xN , δ 6= 0,λ¢が成り立つほどスピルオーバー率が高いが十分に高くはないとき，企業の
他企業の研究成果を受容する能力が低ければ，非協力的研究開発はより大きな経済厚生をも
たらす．したがって，スピルオーバーが大きければ（β > 1/2），共同研究開発は非協力的研
究開発よりも大きな経済厚生をもたらすとは限らない．
7 結論
本論文は，企業の研究開発投資が他企業の研究成果を受容する能力を高める場合の共同研
究開発の効果を調ベた．企業の受容能力は，その研究開発投資だけでなく，企業間で研究成
果の基礎を成す技術的および科学的知識が異なる程度にも依存する．本分析の研究開発スピ
ルオーバー率は，研究成果が社会に漏出する程度と，この社会に漏出した研究成果を企業が
受容する能力に依存する．したがって，企業はその研究開発投資に依存する受容能力を通じ
てスピルオーバーの程度を調整することができる．
外生的なスピルオーバーを伴った共同研究開発の研究は，スピルオーバーの程度が高けれ
ば，共同研究開発は非協力的研究開発よりも企業の研究開発投資と生産量を増加させるため，
大きな経済厚生をもたらすことを示した．しかし，本論文では，スピルオーバーの程度が高
くても十分に高くないとき，企業間で研究成果の基礎を成す技術的および科学的知識が異な
るならば，非協力的研究開発は共同研究開発よりも企業の研究開発投資と生産量を増加させ，
大きな経済厚生をもたらすことを示した．この結果は，スピルオーバーの程度が高ければ，共
同研究開発は非協力的研究開発よりも大きな経済厚生をもたらすとは限らないことを意味す
る．したがって，共同研究開発の効果の分析は，スピルオーバーの程度だけでなく，これを
構成する研究成果が社会に漏出する程度と企業の受容能力の影響も考慮して行う必要がある
だろう．
企業間で研究成果の基礎を成す技術的および科学的知識が異なるとき，企業が受容能力を
高めるには他企業の研究成果に関する基礎的な研究が必要となるだろう．一般的に，企業が
12
基礎研究を行った場合，その研究成果が社会に漏出する程度は大きいだろう．したがって，本
分析の結果より，基礎研究の成果が社会に漏出しても他企業の受容能力が十分に高くなけれ
ば，基礎研究を目的とした共同研究開発は，非協力的研究開発よりも経済厚生を減少させる
ことが言えるだろう．
本分析は，研究成果が社会に漏出する程度を外生変数としたため，研究開発を行う企業の
研究アプローチ（基礎研究または企業特殊的研究）の選択や研究成果を開示する誘因を考慮
していない．したがって，これらと企業の受容能力を考慮したモデルで分析を行う必要があ
るだろう．また，本分析は静学モデルのため，企業が既に所有している技術や知識を所与と
した．しかし，企業間で所有する技術や知識の補完性（技術距離）や研究成果が社会に漏出
する程度は，企業の知識ストックの大きさにも依存するだろう．企業の知識ストックの影響
を調べるためには，動学モデルによる分析が必要となるだろう．これらは，今後の研究課題
としたい．
補論
補題 1の証明
企業 iの研究開発投資の増加が企業 jの利潤に与える効果は，次の式で表される．
∂πj (x)
∂xi = P
0 (Q∗) q∗j
µ∂Q∗
∂xi −
∂q∗j
∂xi
¶
− q∗j ∂Cj∂xi , i 6= j (A.1)
(A.1)の右辺の第１項は研究開発投資の負の市場奪取効果，第 2項は正のフリーライド効果
を表している．
P 0 (Q∗) q∗j
µ∂Q∗
∂xi −
∂q∗j
∂xi
¶
= −2− βj + 2δγxixj3 q
∗j < 0，
−q∗j ∂Cj∂xi = βjq
∗j ≥ 0， i 6= j
これらを (A.1)に代入して，対称均衡を仮定すると，すなわち，x1 = x2 = x，β1 = β2 = β，
q∗1 = q∗2 = q∗を仮定すると
∂πj (xτ )
∂xi =
4
3q
∗
µ
β − 1 + δγxix
τ
2
¶
, τ = N,C, i 6= j (A.2)
が得られる．(A.2)の右辺の括弧の中の符号が正（負）ならば，∂πj (xτ ) /∂xi > (<) 0が成
り立つ．Q.E.D.
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補題 2の証明
補題 1より，λ = 0ならば，β > (<) 1/2の場合に限り，対称均衡における投資の限界的な
増加は，他企業の利潤を増加（減少）させる．Π (x)は xに関して単峰的になると仮定して
いるため，β > (<) 1/2の場合に限り，xC > (<) xN となる．
対称的な均衡生産量は q∗ = {a− c+ (1 + β)xτ} /3b (τ = N,C)で表されるため，均衡
研究開発投資の増加関数となる．したがって，λ = 0ならば、β > (<) 1/2の場合に限り，
q∗ ¡xC¢ > (<) q∗ ¡xN¢となる．Q.E.D.
命題 1の証明
命題 1は補題 2と同様に証明できる．補題 1より，λ 6= 0ならば，β > (<) β∗ ¡xN , δ 6= 0,λ¢
の場合に限り，対称均衡における投資の限界的な増加は他企業の利潤を増加（減少）させる．
したがって，Π (x)は xに関して単峰的なため，β > (<) β∗ ¡xN , δ 6= 0,λ¢の場合に限り，
xC > (<) xN および q∗ ¡xC¢ > (<) q∗ ¡xN¢が成り立つ．Q.E.D.
命題 2の証明
補題 2より，λ = 0のとき，β > (<) 1/2の場合に限り，xC > (<) xC，q∗ ¡xC¢ > (<)
q∗ ¡xN¢となる．命題 1より，λ 6= 0ならば，β > (<) β∗ ¡xN , δ 6= 0,λ 6= 0¢の場合に限り，
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